３月宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　消費税廃止中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。消費税増税に反対！の方はぜひご協力お願いします。
●４月１日の消費税８％への増税が目前となりました。多くの国民が４月からの暮らしを憂慮しています。私たち消費税廃止各界連は３月５日、朝日新聞に「消費税増税は中止を！」との全面広告を掲載しました。大きな反響で「８％増税では暮らしていけない」「何としても中止を」という声が広く寄せられています。ある大学生は、「学業が本分なのに、バイトでお金を稼がないと大学に通えない。増税なんて馬鹿げている」と悲鳴を上げています。「年金が削られ、増税では二重の負担増」、「たとえ給料が少しあがっても増税で実質収入減になる」、というのが国民の生活実感です。
●最近発表された景況調査でも、軒並み悪化しています。内閣府発表の10-12月のＧＤＰの伸び（年率換算）は０・７％にとどまり、内閣が8％を決断した昨４-６月の４・１％と比べても減速傾向に拍車がかかっています。中小企業では落ち込みが激しく、各種世論調査でも、国民は景気の回復を実感していません。ここに、消費税だけでも８兆円という史上空前の負担増が実施されれば、日本経済は再び不況のどん底に転落し、国民生活も中小企業の経営も破たんに追い込まれることは明らかです。税収の落ち込みで国家財政も危機を免れません。その上、社会保障制度の大改悪では、命さえ脅かされる事態です。
●今、景気回復へ必要なことは、消費購買力を高めるとともに、地域の経済を活性化させ、内需主導に転換することです。そのためにも、消費税増税は中止する必要があります。大企業の応援ではなく、国民のふところを直接あたためる施策が必要です。消費税法には附則18条の経済条項というのがあって、景気が悪い時は増税を中止できることになっています。いまこそ政治の責任で増税を中止すべき時です。
●政府は国民を説得しようと、「財源のため、社会保障のため」の大宣伝に、国民の血税25億円もつぎ込んでいます。このデタラメさは、消費税増税といっしょに社会保障の諸制度が改悪されていることで明らかです。消費税は社会保障のためでも財政再建のためでもないことがますますはっきりしてきています。

●私たちは憲法の「応能負担」の原則にそって、能力に応じて税金を集め、使い方も、国民本位に改めていくことが必要と考えています。大企業への行き過ぎた減税や富裕層への優遇税制を見直し、国民のくらしと権利を守るルールをつくり、国民の所得を増やせば景気は持ち直します。さらに、ムダな支出を削減し、国民のくらし、福祉、教育の充実などに税金を優先的に使えば地域から経済が活性化します。

●みなさん。４月の８％への増税を許せば、次は10％、それ以上へと道を開くことになります。大不況・大失業・税金の大滞納時代が幕をあけます。「消費税は必要」という人も、「いま増税するのは反対」の一点で協力し、今回の増税を中止させようではありませんか。「大増税は中止を」の声を全国津々浦々に広げ、消費税大増税をストップさせましょう。歴代、増税をした内閣は、国民の強い反対で退陣をしているのが歴史の教訓です。私たちは３月13日に、大増税ストップの声を全国であげようと、36万人が参加する大規模な増税反対キャンペーンを行いました。安倍内閣の悪政への暴走、国民いじめは許さない、大増税ストップ！という声をご一緒に上げていきましょう。






